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Ⅱ　温室効果ガスの規制に関する
連邦環境保護庁の権限
─ Utility Air Regulatory Group v. Environmental Protection 
Agency, 134 S. Ct. 2427 （2014）（1） ─
1 　事実
（ 1）　大気浄化法の概要
　大気浄化法（Clean Air Act，以下「CAA」とする）は，工場や発電所等の固
定発生源と，自動車等の移動発生源からの大気汚染物質の排出を規制する連邦
法であり，連邦環境保護庁（Environmental Protection Agency，以下「EPA」と
する）に対して，全米大気質環境基準（National Ambient Air Quality Standards，
以下「大気質基準」とする）を定める権限を与えている（42 U.S.C. §§7408─7409）。
　現在， 6つの基準汚染物質（二酸化硫黄，粒子状物質，二酸化窒素，一酸化
炭素，オゾン及び鉛）に関して大気質基準が公表されており，CAA第 1章は，
大気質基準の「達成地域」，「非達成地域」及び「分類不可地域」を区分し，そ
れぞれ異なった規制を定めている。すなわち，大気質基準の「達成地域」又は
「分類不可地域」において，「主要な排出施設（major emitting facility）」の新設
又は改修を行う場合，大気質の顕著な悪化の防止（Prevention of Significant 
Deterioration）プログラムの下で許可（以下「PSD許可」とする）を得なけれ
ばならない（§§7475 （a） （1）, 7479 （2） （C））。CAAは，「主要な排出施設」と
は，年間250トン（又は特定種の発生源については年間100トン）の「何らかの
大気汚染物質（any air pollutant）」を排出する可能性がある固定発生源である
と定義している（§7479 （1））。PSD許可の対象となる「主要な排出施設」は，
CAAに基づく規制に服する各汚染物質に関する「利用可能な最善の排出抑制
技術（best available control technology，以下「最善抑制技術」とする）」に基
（ 1）　本判決を紹介する日本語の文献として、大坂恵里「地球温暖化は公害か
─アメリカにおける温室効果ガス規制の取組み─」東洋通信2015年度 
2 月号（2015年）34頁、横山丈太郎「Utility Air Regulatory Group v. EPA
（温室効果ガスへの大気浄化法の適用に関するアメリカ合衆国連邦最高裁判
所判例）」法学論集76号（2015年）167頁がある。
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づく排出基準を遵守しなければならない（§7475 （a） （4））（2）。
（ 2）　Massachusetts v. EPA （2007）判決（3）
　EPAは，2007年 4月 2日に合衆国最高裁がMassachusetts判決を下すまで
は，CAAに基づく温室効果ガス規制に消極的であったが，同判決は，CAAの
定義規定（4） における「大気汚染物質」に温室効果ガスが含まれ，EPAは CAA
第202条（a） （1） （42 U.S.C. §7521 （a） （1））に基づき新車からの温室効果ガス
の排出規制を行う権限を有すると判断したため，これを契機に EPAは CAAに
基づく温室効果ガス規制に着手した。
（ 3）　EPAによる規則制定と本件訴訟の提起
　EPAは，Massachusetts判決を受け，CAAに基づく移動発生源の規制に温
室効果ガスが含まれる以上，CAAに基づく固定発生源の規制にも温室効果ガ
スが含まれると解し，2010年 4月 2日，EPAは温室効果ガスを排出する固定発
生源に対して，PSD許可の取得を義務付ける規則（Triggering Rule，以下「ト
リガー規則」とする）を公表した（5）。
　また同年 6月 3日，EPAは PSD許可の排出基準値を温室効果ガスに合わせ
て調整する規則（Tailoring Rule，以下「調整規則」とする）を公表した（6）。
これは PSD許可を現行の排出基準値（年間250トン）のまま温室効果ガスに適
用すると，（温室効果ガスの排出量は二酸化硫黄等の排出量に比べて極めて多
量となるため）対象発生源の数や許可の付与に伴う費用が莫大になることか
ら，規制対象となる温室効果ガスの排出基準値を「調整」するものである。具
体的には，① CAAの下で既に他の汚染物質の排出に基づき PSD許可の対象と
なっている固定発生源（以下，本判決の用語に従い「anyway source」とす
（ 2）　また、PSD許可の取得が必要な固定発生源は、CAA第 5章に基づく操業
許可も得なければならない（§7661 （a））が、本稿では第 5章に基づく許可
については割愛する。
（ 3）　549 U.S. 497 （2007）.
（ 4）　CAAは「大気汚染物質」を「周辺の大気……に排出される又は流入する
何らかの物理的、化学的……物質又は物体を含む、何らかの大気汚染因子又
はそのような因子の混合物」と定義している。42 U.S.C. § 7602 （g）.
（ 5）　Reconsideration of Interpretation of Regulations That Determine Pollutants 
Covered by Clean Air Act Permitting Programs; Final Rule, 75 Fed. Reg. 17,004 
（Apr. 2, 2010）.
（ 6）　Prevention of Significant Deterioration and Title V Greenhouse Gas Tailoring 
Rule; Final Rule, 75 Fed. Reg. 31,514 （June 3, 2010）.
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る（7） が，年間 7万 5千トン以上の温室効果ガスの排出増加を伴う新設（又は
改修）を行う場合に，温室効果ガスに係る最善抑制技術の遵守が要求され，②
温室効果ガスの排出量が年間10万トン以上となる新設（又は年間 7万 5千トン
以上の温室効果ガスの排出増加を伴う改修）を行う固定発生源が新たに PSD
許可の対象となる。
　そこで，複数の州や電力業界団体等がコロンビア特別区合衆国控訴裁判所に
出訴し（8），EPAによる「トリガー規則」や「調整規則」の制定等の違法性を
争ったのが本件である。同裁判所は，EPAの解釈は CAAによって必然的に要
求されるものであるとして原告の主張を棄却したため（9），原告は上訴した。
2 　争点
　① EPAが温室効果ガスの排出のみを理由に固定発生源を PSD許可の対象と
することは適法か。② EPAが anyway sourceに対して，最善抑制技術を用い
た温室効果ガスの排出規制をすることは適法か。
3 　判決
　2014年 6月23日，合衆国最高裁は争点①につき EPAの規制権限を否定し
（ 5対 4），争点②につきそれを肯定した（ 7対 2）。Scalia裁判官は法廷意見
を執筆した（Roberts首席裁判官及び Kennedy裁判官が同調。Alito，Thomas
の各裁判官が争点①に関する判断のみ同調。Breyer，Ginsburg，Sotomayor，
Kaganの各裁判官が争点②に関する判断のみ同調）。争点①について，Breyer
裁判官が一部同意・一部反対意見を執筆（Ginsburg，Sotomayor，Kaganの各
裁判官が同調）。争点②について，Alito裁判官が一部同意・一部反対意見を執
筆（Thomas裁判官が同調）。
（ 7）　従来型の大気汚染物質（二酸化硫黄等）の排出に基づき、いずれにしても
PSD許可の対象となる固定発生源という意味で「anyway source」と呼ばれる。
（ 8）　42 U.S.C. § 7607 （b）の規定により、管轄裁判所が定められている。
（ 9）　Coalition for Responsible Regulation, Inc. v. Environmental Protection 
Agency, 684 F. 3d 102 （D.C. Cir. 2012）.
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4 　判決理由
　〔法廷意見〕
（ 1） 　EPAが温室効果ガスの排出のみを理由に固定発生源をPSD許可の対
象とすることは適法か。
　a）　EPAの解釈はCAAによって必然的に要求されるものであるか。
　EPAは，Massachusetts判決が CAAの定義規定における「大気汚染物質」
に温室効果ガスが含まれると判示したため，PSD許可の要件である「何らか
の大気汚染物質」にも温室効果ガスが含まれるという解釈が CAAから必然的
に要求されると主張する。しかし，Massachusetts判決は，温室効果ガスが
CAAの対象になりうるとしただけで，全ての個別規定において温室効果ガス
を対象とすべきことを示したわけではない。PSD許可規定における「何らか
の大気汚染物質」は，制定法の基準値で合理的に規制可能な「大気汚染物質」
のみを対象としており，温室効果ガスのようにそれを対象とすることで許可プ
ログラムを規定通りに実施することが困難となるような「大気汚染物質」を除
外していると解釈したとしても，CAAの文言上の問題は生じない。
　b） 　EPA の解釈はChevron 法理（10） の下で合理的な裁量権の行使として許
容されるか。
　Chevron判決の敬譲的な枠組みの下でさえ，行政機関は合理的な解釈の範囲
内で活動しなければならない。制定法の曖昧な規定についても，当該制定法全
体の構造及び仕組みに反する解釈に対して敬譲は要求されない。
　PSD許可プログラムを制定法の定める通りの基準値で温室効果ガスに適用
した場合，年間の許可審査の数やそれに要する費用が膨大なものとなり，行政
リソースに対して過度の要求を突きつけることになる。また，PSD許可プロ
グラムは，申請者に対して実体的にも手続的にも重大な要求を課すことにな
り，このような責任は大規模発生源のみが負担しうるものである。したがっ
て，PSD許可は比較的少数の大規模発生源に対して適用されることが意図さ
（10）　Chevron 法理とは、Chevron U.S.A., Inc. v. Natural Resources Defense 
Council, Inc., 467 U.S. 837 （1984）で示された行政機関の制定法解釈に対する
裁判所の敬譲原則のことである。Chevron法理は 2段階の審査から成り、第
1段階の審査として、争点について議会意図が明確かどうかを判断した上
で、明確であれば議会意図を実現し、第 2段階の審査として、議会意図が不
明確な場合には、合理的な解釈である限り、行政解釈を尊重するというもの
である。467 U.S. at 842─843.
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れており，小規模発生源をも許可の対象に含める EPAの解釈は CAAの構造や
仕組みに矛盾する。
　さらに，EPAの解釈は，議会の明確な授権なしに EPAの規制権限の膨大か
つ変形力のある拡大をもたらすという理由からも不合理である。連邦議会が行
政機関に対して経済的かつ政治的に重要な事項に係る決定の権限を与える場
合，当裁判所は連邦議会がそれを明確に示すことを求めている。数万もの小規
模発生源に対して PSD許可を要求する権限は，CAAが付与することを意図し
ていない権限であり，この権限を EPAが掌握することは明らかに不合理である。
　c）　調整規則によってEPAの解釈は合理的なものとなるか。
　行政機関は制定法の明確な文言を書き換えることによって，政策目標に合わ
せて立法を「調整する」権限を有しないため，調整規則によって EPAの解釈
は合理的なものとはならない。行政機関は，制定法の沈黙又は曖昧性によって
つくり出された隙間においてのみ裁量権を行使しうる。PSD許可の要件とさ
れている数値基準は明確な制定法の文言であり，行政機関は明確に示された議
会の意図を実現しなければならない。仮に当裁判所が調整規則によって制定法
の明確な文言を調整する権限を EPAに認めたならば，当裁判所は合衆国憲法
の定める権力分立に対して深刻な打撃を与えるであろう。
（ 2） 　EPAが anyway source に対して，最善抑制技術を用いた温室効果ガ
スの排出規制をすることは適法か。
　a）　最善抑制技術を温室効果ガスに用いることは適切か。
　原告は最善抑制技術が根本的に温室効果ガスの規制に不適切であると主張す
るが，EPAのガイダンス文書が検討すべきとするエネルギー効率以外の選択
肢は，伝統的な最善抑制技術に相当するため，最善抑制技術を温室効果ガス規
制に用いることは適切である。
　b） 　anyway source に対して，最善抑制技術を用いた温室効果ガスの排出
規制をすることがChevron 法理の下で合理的か。
　最善抑制技術に係る規定は「本章［CAA─筆者注］に基づく規制に服する
各汚染物質」を対象としている。最善抑制技術に係る規定の文言は，PSD許
可に係る規定（「何らかの大気汚染物質」）よりもはるかに特定されている。ま
た，仮に当該規定の文言が不明確であったとしても，既に PSD許可の対象と
なっている固定発生源に対して温室効果ガスに関する最善抑制技術の遵守を要
求することは実行不可能なものではなく，行政機関の権限の劇的な拡大をもた
らすものでもない。
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　〔Breyer 裁判官の一部同意・一部反対意見〕─争点①に対する反対意見─
　PSD許可規定における「大気汚染物質」に温室効果ガスを含めることは，
許可の対象が大規模発生源に限定されるのであれば可能であり，対象を限定す
る手段として調整規則によって基準値を「調整」することは，以下の理由から
Chevron法理の下で EPAの合理的な裁量権の行使である。
　CAAに「年間250トン」という基準値が定められた目的は，PSD許可の対象
を大規模発生源に限定することであって，「年間250トン」というそのままの基
準値で規制できないような物質を除外することではない。したがって，PSD
許可の対象が大規模発生源に限定されるのであれば，PSD許可プログラムを
温室効果ガスに適用することも可能である。
　CAAの定義規定における「大気汚染物質」に係る広範な文言は，状況の変
化や科学の発展によって CAAが時代遅れのものとなることを未然に防ぐため
に必要な柔軟性を与えるという連邦議会の意図を示す。
　PSD許可の対象の決定は技術的な専門知識及び行政上の経験に関わるもの
であり，これを決定する権限は連邦議会が EPAに保持させることを意図した
ものであるため，その権限の行使（すなわち調整規則による基準値の調整）は
制定法の隙間に関する裁量権の行使として許容される。
　温室効果ガスが公衆の健康及び福祉を脅かすと判断されている以上，温室効
果ガスの排出に係る合理的な規制は，公衆の健康及び福祉を増進するために全
米の大気資源の質を保全し向上させるという CAAの目的に資する。
　〔Alito 裁判官の一部同意・一部反対意見〕─争点②に対する反対意見─
　Massachusetts判決は，温室効果ガスが CAAの定義規定における「大気汚
染物質」に含まれると判示したが，同判決自体が誤りであって，本件の事案は
同判決の欠陥をさらに浮き彫りにする。
　法廷意見は，「汚染物質」という文言について，① PSD許可のトリガー規定
においては「温室効果ガス以外の汚染物質」を意味するとして文字通りの解釈
をとらなかったにもかかわらず，②最善抑制技術に係る規定においては「すべ
ての大気汚染物質」を意味するとして文字通りの解釈を採用している。法廷意
見による文理解釈主義は選択的であり，奇妙かつ支離滅裂な規制スキームを生
み出している。
　また，最善抑制技術は地域ごとの対象汚染物質の影響に応じて決定されなけ
ればならないが，温室効果ガスの影響は地球規模であって地域的なものではな
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いため，最善抑制技術を用いた排出規制を温室効果ガスに適用することは根本
的に不適切である。
5 　判例研究
（ 1）　本判決の背景
　近年アメリカでは，連邦議会において温室効果ガス削減法案が数回提出され
ているものの，連邦議会の多数を占める共和党議員の反対により，すべて廃案
となっている（11）。オバマ大統領は温室効果ガス削減政策の支持者であり，包
括的な温室効果ガス削減立法の成立が困難な状況を受けて，オバマ政権下の
EPAは行政立法を通じた既存の制定法（CAA）に基づく温室効果ガス排出規
制を進めている。本件で問題となった「トリガー規則」及び「調整規則」も，
その一環として策定されたものである。
（ 2）　本判決とMassachusetts 判決との関係
　Massachusetts判決では，① EPAが CAA第202条 （a） （1） に基づいて新車か
らの温室効果ガスの排出を規制する権限を有するか，及び② EPAが当該権限
を有する場合に規則制定の拒否が許容されるかが争点となった。同判決は，①
については，温室効果ガスが CAAの定義規定における「大気汚染物質」の広
範な定義に十分当てはまるとした上で，②については，温室効果ガスが「公衆
の健康又は福祉を脅かすことが合理的に予想されうる大気汚染物質を生じさせ
る又はそれに寄与する」という「判断」を形成した場合には，規則制定をしな
ければならないと判示した（12）。EPAはMassachusetts判決を受けて，本件の
固定発生源に係る PSDプログラムによる規制に着手している。
　Massachusetts判決と本判決との整合性について，本判決は，CAAの定義規
定における「大気汚染物質」と個別規定における「大気汚染物質」を区別する
ことで，その問題を解消している。すなわち本判決は，Massachusetts判決は
（11）　See, e.g., American Clean Energy and Security Act of 2009, H.R. 2454, 111th 
Cong. （2009）.
（12）　なお、Massachusetts判決の争点②で問題となった「判断」の形成は、
EPAが2009年12月に公表した 6種類の主要温室効果ガス（二酸化炭素、メ
タン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン
類、六フッ化硫黄）に係る「危険性認定（Endangerment Finding）」によっ
て 行 わ れ た。Endangerment and Cause or Contribute Findings for 
Greenhouse Gases under Section 202 （a） of the Clean Air Act; Final Rule, 74 
Fed. Reg. 66,496 （Dec. 15, 2009）.
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CAAの定義規定の「大気汚染物質」に温室効果ガスが含まれる（温室効果ガ
スが CAAの対象になりうる）としただけで，各個別規定の「大気汚染物質」
すべてに温室効果ガスが含まれることを示したわけではないと指摘する。そし
て本判決は，PSD許可の「トリガー（引き金）」となる「何らかの大気汚染物
質」は，制定法の定める基準値で合理的に規制可能な「大気汚染物質」のみを
対象としており，温室効果ガスのようにそれを対象とすることで許可プログラ
ムを規定通りに実施することが困難となるような「大気汚染物質」を除外して
いると EPAが解釈したとしても，CAAの文言上問題は生じないと判示した。
　これに対して，Alito裁判官の反対意見は，CAAの規制対象に温室効果ガス
を含めるMassachusetts判決自体がそもそも誤りである旨を指摘している。
（ 3）　行政機関の権限を拡大する法解釈とChevron 法理
　本判決は，Chevron法理を用いて EPAの解釈が不合理であると判断した根
拠として，EPAの解釈が明確な議会の授権なく EPAの規制権限の大幅な拡大
をもたらすことを挙げている。したがって本判決は，今後，本件とは別の
CAAの規定に基づく温室効果ガスの規制が許容されるか否かを判断する際に
「規制権限の拡大の程度」が 1つの指標となることを示唆しているといえる。
　すなわち本判決は，行政機関が既存の制定法の解釈によって経済的かつ政治
的に重要な事項に関して自己の規制権限を大幅に拡大する場合には「連邦議会
の明確な言明」が必要であり，そのような場合には制定法が曖昧であっても，
裁判所が行政機関の法解釈を違法と判断しうることを示している。これは，権
限分配に係る行政機関の法解釈については，三権分立との関係で Chevron敬
譲の要請が弱まることに起因していると考えられる（13）。
（ 4）調整規則による基準値の「調整」とChevron 法理
　法廷意見と Breyer裁判官の反対意見においては，EPAの調整規則による
CAA上の数値基準の「調整」に対する Chevron法理の適用に違いが見られる。
法廷意見は制定法の文言を重視しており，Chevron法理があくまで制定法が明
確に示していない部分について行政機関に解釈権限が委任されていると解する
ものであることに鑑み，基準値の「調整」は「明確な制定法の文言」に反する
ため，行政機関はそのような権限を有しないと解している。
　他方で，Breyer裁判官の反対意見は法目的を重視しており，PSD許可に係
（13）　See Food and Drug Administration v. Brown & Williamson Tobacco Corp. 
529 U.S. 120, 159 （2000）.
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る規定は大規模発生源に対して規制を課すことを目的としているため，その対
象を大規模発生源に限定するように基準値を「調整」することは制定法の隙間
に関する行政機関の裁量権の行使として許容されると解している。
（ 5）　政策的判断に対するChevron 法理の適用
　合衆国最高裁は，Chevron法理を適用するにあたって，温室効果ガスを
CAAの規制対象とするか否かを決定する際に伴う行政機関の政策的判断に対
して，直接その合理性を判断することを回避しているように思われる。
　これは，Massachusetts判決において合衆国最高裁が，「大気汚染物質」に
関する広範な定義は「あらゆる種類のすべての大気中の化合物」を含むとした
上で，温室効果ガスが「大気汚染物質」に該当することは明らかであるとし，
また規制権限の行使の可否を温室効果ガスが「公衆の健康又は福祉を脅かす」
か否かという科学的判断に基づくものとしたことからも窺える（14）。
　本判決も，PSD許可の規定において何が「大気汚染物質」にあたるかを直
接判断するのではなく，あくまで規制における実務上の支障（すなわち制定法
の仕組みが大規模発生源のみを対象としていることから生じる不合理）との関
係で，EPAの法解釈が許容できないものであると判断しており（15），「大気汚染
物質」という文言の解釈に伴う行政機関の政策的判断の合理性を正面から判断
することを回避しているとも考えられる。その結果として，CAAに基づく温
室効果ガス規制において一貫性のない制度が構築されているようにも思われ
る。
（ 6）　本判決の影響と今後の展望
　本判決により EPAの規制権限が否定された固定発生源からの排出量は，合
衆国内のすべての固定発生源からの温室効果ガス排出量の約 3％であるのに対
して，EPAの規制権限が認められた「anyway source」からの温室効果ガス排
出量は約83％を占めており（16），本判決は CAAに基づく温室効果ガス規制を進
めるにあたって大きな影響力を有する。
　ただし，本判決は，EPAが CAAの解釈によって自己の規制権限を大幅に拡
大することを否定しているため，CAAの別の規定に基づく温室効果ガス規制
（14）　The Supreme Court 2013 Term: Leading Cases, Clean Air Act ── Stationary 
Source Greenhouse Gas Regulation ── Utility Air Regulatory Group v. EPA, 128 
HARV. L. REV. 361, 366 （2014）.
（15）　Id. at 370.
（16）　134 S. Ct. 2427, 2438─39 （2014）.
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が許容されるか否かについては現時点では明らかではない。現在，CAAに基
づく新規及び既存の火力発電所からの温室効果ガス排出規制に係る規則（17） が
公表されているが，これに対して本件と同様の訴訟が提起されており，今後の
動向が注目されよう。
 （森田崇雄）
（17）　See Standards of Performance for Greenhouse Gas Emissions From New 
Stationary Sources: Electric Utility Generating Units; Final Rule, 80 Fed. Reg. 
64,510 （Oct. 23, 2015）; Carbon Pollution Emission Guidelines for Existing 
Stationary Sources: Electric Utility Generating Units; Final Rule, 80 Fed. Reg. 
64,662 （Oct. 23, 2015）.
